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技術戦略研究センター（TSC） 次長

植木 健司

社会課題の解決に向けて
NEDOの研究開発成果を社会実装に繋げるために

～トランスフォーマティブ・イノベーションに向けた仕組みづくり～

2024年2月28日
新産業技術促進検討会シンポジウム 「TSC10周年記念特別セミナー」

第3部 TSC10周年特別企画セミナー
「新たな価値創造と社会変革を見据えたトランスフォーマティブ・イノベーションの実現に向けて」
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１．社会課題と将来像
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世界と日本が直面する社会課題

4

Deterioration in Competitiveness of JapanEnvironmental and Energy issues

Declining Birthrate and Aging Population

出典：国立社会保障・人口問題研究所

出典：IMD 「世界競争力年鑑」より三菱総合研究所作成

2020年 2065年予測

環境・エネルギー問題 日本の産業競争力の低下

少子高齢化

Climate Change

気候変動
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目指すべき将来像に係る政府方針
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カーボンニュートラル Society 5.0

2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 科学技術基本計画

関連する政府方針 関連する政府方針
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TSCの描く将来像①：「NEDO総合指針2023」、「豊かな未来レポート」

6

（2023年8月22日公表）

•持続可能な社会の実現には「サーキュラーエコノミー」、「バイオエコノ
ミー」、「持続可能なエネルギー」の一体的で有機的な推進とそれらを
支える基盤としてのDX技術が不可欠。
•CO2排出量削減に効果のある技術を総合的、客観的に評価すること
を提唱（CO2削減ポテンシャル、CO2削減コストの試算）。

「NEDO総合指針2023」
エネルギー・環境分野の「活動基軸」

（2021年6月30日公表）

イノベーションの先に目指すべき「豊かな未来」
―大切にすべき価値を高め、豊かな未来を実現するためには―

「豊かな未来レポート」
産業技術分野の「活動基軸」

イノベーション活動を推進していく上で「大切にすべき
6つの価値軸」と「実現すべき12の社会像」を提示
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TSCの描く将来像②：「自然共生経済」

◼ カーボンニュートラル、サーキュラーエコノミー、ネイチャーポジティブの実現を同時に達成するための将来像として
「自然共生経済」を提唱。

◼ 「自然共生経済」：「産業」や「市民／消費者」と「自然」が互いに補完し合い、それらの価値の総和を高め、
社会問題の解決と持続的な経済発展を実現する循環型経済。

◼ 「自然共生経済」の実現に向けて、①再生可能資源への転換、②廃棄物の再資源化と資源の循環性向上、
③自然資本への再生、３つのアクションの方向性を示した。

7

①再生可能資源への転換

化石資源から再生可能
資源に転換。
カーボンニュートラルの
実現等に貢献。

再生可能資源の持続的な
供給。
食料問題の解決や、
ネイチャーポジティブの実現
等に貢献。

③自然資本の維持・再生

②廃棄物の再資源化と
資源の循環性向上。

廃棄物等を有効に活用し、
炭素や窒素等 資源を循環。
サーキュラーエコノミー実現
等に貢献。

出所：各種資料を基にNEDO技術戦略研究センター作成
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TSCの描く将来像③：「デジタル社会の将来像」
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◼ 「豊かな未来」から、４つのデジタル社会を見出し、そのうちの「人の自律と人々の共栄を支えるデジタル社会」に
深掘り。

◼ 「人の自律と人々の共栄を支えるデジタル社会」：AIやロボットを活用し、仕事や生活の効率が向上、
人々はより創造性が求められる仕事・人に寄り添う仕事に従事し、自己の理想を実現して充実した生活を送る
ことができる社会。

◼ AIやロボット等デジタル技術が活用できる、将来像シナリオを抽出。

次世代モビリティ、
アシストスーツ

AIホスピタル、
パーソナル医療

ヘルスモニタリング

デジタルイノベー
ションコミュニティ

知識のデジタル化、
価値共創基盤

人間拡張（ロ
ボット、アバター、
AI）

メタバース、
デジタルツイン

VR、マルチモーダルリ
アリティ

スマートテレ
オートノミー

自動化 AI・ロボット

データ駆動型開発

サーキュラーエコノミー
DX、データ共有PF

カーボンニュートラル
DX、データ共有PF

エネルギー管理
DX、データ共有PF

自立分散基盤
リモートワーク

リモートセンシング、
IoT、AI、ドローン、衛星

ゼロエミッションモビリティ
エネマネ、最適化

デジタル通信
インフラ

自動運転、空飛ぶクルマ、MaaS

スーパーシティ、
オンライン診療・教育

統合制御、
デジタルツイン

誰もが無理なく

働き続けられる社会

基幹産業・技術
の創成による持
続可能な社会

持続可能で自然にやさしい社会

透明性・信頼性の高い社会

強くてしなやかな社会

誰もが健康で食事に困らない社会

多様性を認め合える全員参加型社会誰もが潜在能力を発揮し

自己の理想を実現できる社会

環境と調和した持続可能なエネルギー社会

快適で活力に満ちた社会

物質循環による持続可能な社会 誰もが自由で安全に活動ができる社会

グリーン
デジタル社会

デジタル対応社会
基盤

人の自律と
人々の共栄を

支えるデジタル社会

健康長寿
デジタル社会

将来像シナリオ④
効率良く学ぶとともに、
自己の理想をAIがサポート
して見出し、成長していく

将来像シナリオ③
住みやすい街や社会、環
境を、デジタルの力を活用
し、住民自らが築いていく

将来像シナリオ②
目的以外にかかるタスク
（家事や通勤）の時間
を短縮し、仕事や生活の
充実度があがる

将来像シナリオ①
AIやロボットを活用して、
もっと効率的に仕事が
でき、労働時間も短縮
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将来像の実現に向けた「トランスフォーマティブ・イノベーション」の必要性

◼ 社会課題を解決しながら、将来像を実現していくため、革新技術による課題解決に対する期待が高まっている。
◼ 課題解決に向けた革新技術の研究開発は、各企業にとって技術・事業の両面からのリスクが大きく、国による
研究開発プロジェクトの推進が必要となる。

◼ 課題解決に向けた革新技術では、これまでにない技術により新たな価値の創出を目指すもの。
◼ 技術開発を行うだけでなく、社会システムとしての変革「トランスフォーマティブ・イノベーション」が求められる。
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将来像

現状

気候変動

少子
高齢化

エネルギー・
環境問題

産業競争力
の低下

その他の
社会課題

自然共生
経済

デジタル
社会

豊かな未来

サーキュラー
エコノミー

バイオ
エコノミー

持続可能な
エネルギー

課題解決に向けた革新技術の研究開発

革新技術による課題解決への貢献に対する期待

これまでにない技術により新たな価値の創出

社会システムとしての変革「トランスフォーマティブ・イノベーション」
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トランスフォーマティブ・イノベーションの推進

◼ 研究開発成果が社会実装され、社会課題の解決に向かうためには、技術開発だけでなく、技術を活用するための
事業モデルの構築、制度・ルールの整備、社会受容性の醸成など、社会システムとしての変革、すなわち
「トランスフォーマティブ・イノベーション」が必要となる。

◼ トランスフォーマティブのためには、技術開発の主体だけでなく、事業の主体となる企業、制度・ルールを整備する
国・自治体・業界等、技術のユーザーとなる利用者など多様なステークホルダーとの連携が不可欠。
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◼ 1940年代 国家的技術開発推進型

◼ 1970年代 産業技術開発型

◼ 1980年代 ナショナル・イノベーションシステムの強化

◼ 2010年代 トランスフォーマティブイノベーション

➢ 1980年 NEDO設立

➢ 2010年 EU Horizon2020

➢ 2014年 TSC設立

産学官連携
技術移転、スタートアップ

大企業、公的研究機関
技術研究組合、コンソーシアム

国

国家的技術開発推進型
第二次世界大戦後～

産業技術開発型
1970年代～

ナショナル・イノベーション・
システムの強化
1980年代～

トランスフォーマティブ
イノベーション
2010年代～

技術開発主体（産学官）
事業の主体（企業）
制度・ルール整備（国・自
治体・業界等）
技術の利用者（市民）

イノベーションの主体イノベーション政策の枠組み

イノベーション政策のパラダイムシフト

出典：戦略プロポーザル ミッション志向型科学技術イノベーション政策と研究開発ファンディングの推進
（JST CRDS）



２．我が国の研究開発を取り巻く状況
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我が国の研究開発の量の伸び悩み

◼ 各国の研究開発費の推移をみると、米国、EU諸国、韓国等が大幅に増大させているのに対して、我が国の研究
開発費は横ばいになっている。

12出典：第1回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 イノベーション小委員会 資料4_イノベーション循環をめぐる現状と課題
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10年前の研究開発との技術的近似性

◼ 10年前の研究開発との技術的近似性を測る指標では、米国と比較して日本は近似性が高くなっており、
行われた研究開発が新規分野開拓のシーズとなっていない可能性。

13出典：第1回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 イノベーション小委員会 資料4_イノベーション循環をめぐる現状と課題
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企業の研究開発効率の低下

◼ 日本企業の研究開発効率は諸外国と比べて大きく低下。

14出典：第1回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 イノベーション小委員会 資料4_イノベーション循環をめぐる現状と課題
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論文の質・量の低下

15出典：産業構造審議会 第１７回知的財産分科会 令和４年３月３日

◼ 日本の論文は、2000年以降、質・量ともに低下傾向にある。
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特許の技術的指標の低下

16出典：産業構造審議会 第１７回知的財産分科会 令和４年３月３日

◼ 日本の特許は2011年以降、被引用数に基づき算定される技術的指標が低下傾向。
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グローバルネットワークからの孤立

◼ 研究者の国際的流動が欧米に集中しており、また、海外からの研究費の研究費総額に占める割合が小さく、
グローバルネットワークから孤立していることが見受けられる。
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あるべきイノベーションの循環の実現に向けた課題

◼ 経済産業省・イノベーション小委員会では、質と量の高い研究開発投資等を通じて、①新たな「技術・アイディア」
を生み、②その事業化による「新たな価値の創造」を通じて、③これを「社会実装して市場創出・対価獲得」する
ことが重要と指摘。
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出典：第1回 産業構造審議会
 産業技術環境分科会 イノベーション小委員会
 資料4_イノベーション循環をめぐる現状と課題



３．NEDO/TSCのこれまでの取組
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NEDOのミッションとTSCの役割

20

TSCの主な役割

NEDOのミッション
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NEDOのプロジェクトマネジメントにおけるTSCの役割

21

◼ TSCは、NEDOのプロジェクトマネジメントのうち、技術戦略の策定等を通じたプロジェクトの企画・立案を担当。
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技術戦略研究センター（TSC）の体制
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マクロ分析

海外技術情報

標準化・知財
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TSCの体制（人員：80名）
2024年2月1日現在 ※兼務を除く

次長

外部専門家（約31名）を
「TSCフェロー」として任命

横
断
分
析
ユ
ニ
ッ
ト

技術領域担当ユニット
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技術戦略研究センター（TSC）10年の歩み

◼ TSCは、NEDOのミッションの実現に向けて、プロジェクトの企画立案を担うとして設立。
◼ 設立以来、95の戦略を策定し、延べ149のプロジェクトに貢献。

23

2014年度 2019年度 2020年度 2023年度

TSC設立 総合指針
2020公表

TSCミッション再定義

初代川合センター長 三島センター長 岸本センター長

TSC10周年

米国ARPA-EとMOU締結

技術戦略

将来像

技術戦略

調査

次なる

ステージへ

最新動向

技術インテリジェンス提供
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TSCが策定する技術戦略

◼ TSC創設以来2022年度までに95の技術戦略※1を策定し、149のプロジェクト※２組成に貢献。
◼ 技術戦略策定にあたり検討した結果はTSC Foresightとして公表して議論喚起を図ってきた。

24

【研究開発プロジェクト化の事例 】
※1 大幅改訂含む延べ数
※2 先導研究の課題設定を含む延べ数

技術戦略 スマートテレオートノミー
（2021年2月公表）

人工知能活用による革新的
リモート技術開発

（2021～2024年度）

電子部品用ファインセラミックス
技術戦略（2022年1月公表）

「次世代ファインセラミックス製造プロセスの
基盤構築・応用開発」

（2022～2026年：新規）
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TSCの調査

◼ 社会の変化を敏に捉えて調査を実施し、TSC短信レポートとして発信。

2525

TSC短信レポート
「COP28に向けたカーボンニュートラルに関す

る海外主要国※の動向
～地球沸騰化時代のグローバルサウスの台頭

と中東諸国のCNへの動向～」
（2023年11月21日公開）

TSC短信レポート
「ウクライナ・ロシアレポート

- エネルギー資源、鉱物資源・希ガス、デジ
タル・宇宙分野へのインパクト -」

（2022年7月21日公開）

※米・中・EU・英・独・インドネシア・
エジプト・インド・UAE・サウジアラビア

【2022～2023年度における調査・分析・発信例】

TSC短信レポート
「ポストコロナ社会におけるイノベーション像
―コロナ・パンデミック発生からの3年間、

ロシアによるウクライナ侵略を経て、世界は、日
本はどう変わり、何が求められるのか―」

（2023年8月22日公開）
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活動成果の公表・発信（TSC Foresight の発行）

◼ TSCの活動成果については、「TSC Foresight」として公表・発信。

◼ 随時、「TSC Foresightセミナー」を開催し、産学官のステークホルダーと対話。
◼ ※赤字は2023年度公表

26

■ 海外トレンド：コロナ危機を受けた海外の動向
■ 海外トレンド：バイデン次期大統領で変わる米国の技術イノベーション・気候変動政策
■ 海外トレンド：新たな環境市場を創出する欧州グリーン・ディール
■ 海外トレンド：グローバルな半導体競争
■ 海外トレンド：COP26に向けたカーボンニュートラルに関する

海外主要国（米・中・EU・英）の動向
■ 海外トレンド：再生可能エネルギー時代における資源獲得競争
■ 海外トレンド：COP27に向けたカーボンニュートラルに関する海外主要国（米・中・EU・

英・独・インドネシア・エジプト・インド）の動向
■ 海外トレンド：COP28に向けたカーボンニュートラルに関する海外主要国（米・中・EU・

英・独・インドネシア・エジプト・インド・UAE・サウジアラビア）の動向

バイオエコノミー分野

2024年2月時点

デジタルイノベーション分野

■ コンピューティング
    ／物性・電子デバイス
■ パワーレーザー
■ 無人航空機(UAV)システム
■ AIを活用したシステムデザイン
■ IoTソフトウェア
■ ロボット（2.0領域）
■ 人工知能を支えるハードウェア

■ 地球環境対策（フロン）
■ メタルリサイクル
■ 化学品製造プロセス
■ 機能性化学品製造プロセス
■ CO2分離回収

環境・化学分野

■ 地熱発電
■ 太陽光発電
■ 風力発電
■ 次世代バイオ燃料

■ 海洋エネルギー
■ 次世代バイオ燃料
（バイオジェット燃料）
■再生可能エネルギー熱利用

ナノテクノロジー・材料分野■ バイオマスからの化学品製造
■ 資源循環（プラ、アルミ）
■ 熱エネルギー
■ CCUS/カーボンリサイクル分野
■ 基礎化学品（C4、C5）の原料多様化

■ 人工知能
■ 人工知能×食品
■ 人工知能×ロボット
■ 人工知能（意味理解）
■ 人工知能（社会実装推進のために）
■ 自律分散システム
■ スマートテレオートノミー
■ 人間情報応用
■ パワーエレクトロニクス

■ 持続可能な社会の実現に向けた技術開発総合指針2023（NEDO総合指針）

■ イノベーションの先に目指すべき「豊かな未来」ー大切にすべき価値軸 / 実現すべき社会像とはー

サステナブルエネルギー分野

■ 水素 ■超伝導
■ 車載用蓄電池

■ 電力貯蔵
■ 超分散エネルギーシステム

(Integration study、直流技術)

■ 生物機能を利用したデバイス
■ 微生物群の利用及び制御

■ 生物機能を利用した物質生産
■ バイオプラスチック
■ バイオものづくり実装

■ コロナ禍後の社会変化と期待されるイノベーション像
■ ウェルビーイング社会の実現に貢献するマテリアル技術
■ 環境・エネルギー分野へ貢献するバイオ産業
■ ウクライナ・ロシアレポート
■ ポストコロナ社会におけるイノベーション像
■ 次世代に期待される情報通信技術
■ ものづくり分野におけるDX
■ 研究開発初期段階のCCU技術に対するLCCO2評価のガイド

ライン策定に向けて（ 「簡易LCCO2評価ガイドライン」）
■ デジタル技術の活用によるマテリアル産業競争力強化に向けて
■ ネガティブエミッション技術への期待と「風化促進」の技術課題
■ 再生可能エネルギー熱利用への期待と課題

技
術
戦
略
策
定
分
野

短
信

将
来
像

新領域・融合分野（農水連携）

◼ 農山漁村における自律分散型エネルギーシステム

■ ナノカーボン材料
■ 自己組織化応用プロセス
■ 次世代の IoT 社会に向けた
ナノテクノロジー・材料

■ 行動変容支援技術
■ マテリアル研究開発プロセス革新分野

■ 構造材料
■ 計測分析技術
■ 金属積層造形プロセス
■ 温室効果ガスN2Oの抑制
■ 電子部品用ファインセラミックス

■ 機能性材料
■ 繊維リサイクル
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4．NEDO/TSCのあり方
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◼ 技術戦略で提案した、社会課題の解決等を実現する手段や研究開発プロジェクト構想は、プロジェクト
組成に向けた予算要求プロセスやプロジェクトマネジメント等において、そのまま実現されるわけではない。

28

技術戦略を予算要求やプロジェクトマネジメント等で活用する上での課題

プロジェクト開始２年以上前 プロジェクト開始前年度

技術戦略原案策定 経産省内
予算議論

NEDO
公募プロセス

STP分析
プロジェクト
基本計画案

作成

概
算
要
求

政
府
予
算
原
案

事
前
評
価

産業政策上の優先順位により予算化がなされない場合

政府予算上の制約により全体構想の一部しか実施できない場合

想定されていた技術やプレーヤーとは異なる動きが生じてきた場合

対象分野を取り巻く環境変化が生じ構
想の見直しが必要となった場合

制度・ルール整備といった技術開発以外の政策手段や構築すべきエコシ
ステムの担い手となる政府や業界・民間企業への具体的な取組にまで
繋がらない場合
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技術戦略視点からこれまでのプロジェクトの評価

◼ NEDOプロジェクトの企画立案段階での課題
(2022年度NEDO調査「技術戦略視点での試行的追跡評価」有識者コメント、TSC CTOヒアリング等)

29

オーケストレータを設けて
全体のオーケストレー
ションができれば、社会
実装に向けて技術開発
以外のオプションも含め
システムとして成立する
ようにできるのでは。

アウトプット目標から
アウトカム目標に繋ぐたの
ブレイクダウンされた道筋や
マイルストーン設定が必要で
ある。

外部環境の変化、
重要な制度変更に
機敏な対応ができる
体制が必要。

プロジェクトのエコシステム
解析を十分に行うことで、
成果の再現性を高めるこ
とができるのではないか。

実用化の意欲があるプロジェ
クトには予算増加だけでなく
研究期間を更に延長できる
仕組みを設けることで、開発
プロジェクト中止の回避や参
加者のモチベーション向上に
寄与できるのでは。

社会実装に繋げる
ために、より幅広い
プレーヤーへ発信
の強化が必要。
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EUにおけるミッション志向型アプローチ

◼ EUでは、2021年より開始された研究・イノベーション枠組みプログラムHorizon Europeにおいて、ミッション志向
アプローチを採用し、具体的取り組みを進めている。

30

Horizon Europeの
社会実装に資する取り組み

⚫ ミッションマネージャーの設置
関連の深い分野担当総局の副総局長（次官級）を任
命。各ミッションの達成に責任を持ち、分野施策を含むミッ
ション達成に必要なすべての取組を推進・加盟国やステー
クホルダーとの調整を担当。

⚫ 技術開発だけでない一体的な推進の仕組み
法規制やルール、標準、調達、補助金などの政策手段を
活用するとともに、欧州における結束基金(Cohesion 
Fund)や欧州投資銀行(EIB)などの資金や融資・投資を
活用し、それらを呼び水として民間資金も導入していくこと
を狙っている。

オーケストレータによる
全体のオーケストレーション

技術開発だけでない社会
実装に向けたシステム

出典：Horizon Europe Work Programme 2021-2022 1. General Introduction
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DOE / ARPA-Eの取り組み

◼ DOEでは、複数の局や金融面での役割を担うLoan Programs Officeの切れ目ない連携により、商業化を
後押し。

◼ ARPA-Eではプロジェクトの初期の段階からVCを巻き込んでプロジェクトを推進。

31出典：OCED 2023 Multi-year program plan
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内閣府ＳＩＰでのトランスフォーマティブ・イノベーションに向けた取組

◼ 内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第３期では、我が国が目指す将来像（Society 
5.0）の実現に向けて、国内外の経済・社会情勢の変化に対応しつつ、技術開発にとどまらず、多角的な
視点から社会変革を推進することを目指している。

◼ このため、ＳＩＰ第３期では、①アジャイルな開発モデルでのテーマ設定、評価、予算配分、②社会実装に
向けた５つの視点からの関係省庁や産業界と連携した取組を推進している。

32

①アジャイルな開発モデル

１.ランドスケープ：外的な環境（マクロ）

２. 社会・技術のレジーム（メソ）

３．ニッチ（ミクロ）

イノベーションを取り巻く経済・社会情勢の変化
MLP(Ｍulti-Level Perspective) ※

②社会実装に向けた５つの視点

外的要因、人口動態やマクロ経済、国際関係等

ゆっくりとしか変化せず、ニッチやレジームに影響を与える要素

既存の技術を構成・維持する知識体系や慣習、制度、
文化、産業構造等の複合体

アクターや社会的グループのネットワーク
アクター活動にガイドを与えるルール群・インフラストラクチャー

さまざまなイノベーションが試行・育成される場

革新的なニッチ・イノベーションの涵養空間

機会の窓

①変化の
外圧

②ニッチの
侵入

※出典 次期SIPの基本的な枠組み（令和3年11月25日ガバニングボード資料より内閣府にて修正）

ミッション

技術開発 環境整備
（インフラ・法整備）

人材育成

社会実装に関わる現状・課題

事業開発 社会的受容性

トランスフォーマティブ
イノベーションの推進
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トランスフォーマティブ・イノベーションの推進：
複数の施策や取組が重層的に働く際に生じるステークホルダー間の利害対立をどのように回避しながら
イノベーションに導いていくための有効な手立てを示す必要あり。

ミッション志向型アプローチ：
従来のボトムアップ的なイノベーションとは異なり、多様なステークホルダーが共有できる新しい価値基準が必要。
特に、従来の経済的な価値として表現することが困難な価値軸の中でイノベーションを実現することは尚更困難。

複素価値：

一見相反する価値要素同士を結びつけて新たな価値とする考え方を     
トランスフォーマティブ・イノベーションに参加する多様なステークホルダーに
対して拡張。
産学官連携といった、それぞれ価値観の異なるセクター間における効果的な
連携を考察する中で提案されてきた考え方であるが、トランスフォーマティブ・
イノベーションに参加する多様なステークホルダーに対しても拡張することが
期待できる。

社会実装を促進する複素価値による思考の提案

33

新しい価値基準

2023年研究・イノベーション学会 Ueki、Kuwajima et al.

図：トランスフォーマティブ・イノベーション実現に必要とされる
新たな価値体系「複素価値」
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NEDOにおけるトランスフォーマティブ・イノベーションに向けた仕組みづくり

◼ 気候変動等の社会課題を解決しつつ、将来像を実現するため、革新技術の社会実装を速やかにかつ幅広く
進めることが重要。

◼ 技術開発だけでなく、社会システム全体の変革として、トランスフォーマティブ・イノベーションを推進することが必要。

◼ トランスフォーマティブ・イノベーションは技術開発の主体だけでなく、多様なステークホルダーと連携し社会実装に
向けた取組を推進するものであり、従来のプロジェクトよりもマネジメントの重要性が高い。

◼ 研究開発マネジメントを推進するNEDOとしても、トランスフォーマティブ・イノベーションにどう対応していくのか改めて
検討する必要がある。国内外の事例を踏まえると、以下の点が挙げられる。

①社会課題に対して技術開発とそれ以外を含む解決手段を総合的に示し、プロジェクトとそれ以外の取組を
具体的に示すこと。

②NEDOとして取り組むプロジェクトと多様なステークホルダーの取組との連携体制を構築すること。

③プロジェクト以外も含む社会実装に向けた道筋を示しつつ、経済社会情勢の変化や技術・市場の動向を
踏まえながら機動的に加速・見直しを行うこと。

④プロジェクト終了後に社会実装に向けた継続的な取組を推進すること。

◼ また、これらの課題に対してより効果的に対応するためには、ステークホルダー間の利害対立の回避や多様な
ステークホルダーの価値の共有が重要であり、複素価値による思考を踏まえ、取り組むことも考えられる。

34
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今後のTSCのあり方～NEDOプロジェクトのライフサイクル全体への貢献～

◼ 技術戦略を通じたプロジェクトの企画立案に留まらず、国内外の技術・市場・政策の動向を踏まえ、
①各分野を俯瞰したOutlook等による政府の基本方針や戦略への提案、②最新動向メモの提供等による
プロジェクトマネジメントへの伴走支援、③オープン・クローズ戦略等の社会実装を見据えた助言など、
NEDOプロジェクトのライフサイクル全体への貢献に取り組む。

◼ また、関連する民間での取組の促進に向けて、メーカーや大学・研究機関のみならず、商社やファンド・金融機関、
報道機関への情報発信に取り組む。

基盤的調査

包括的支援

俯瞰 Outlook

民間での取り組み〇〇戦略（CSTI、METI）

最新動向の提供等

社会実装を見据えた助言
（体制、標準化、制度）

イノベーション戦略
技術戦略

技術戦略・短信等を活用した情報発信・コミュニケーション

市場動向・サプライチェーン

政策・産業動向 特許・標準化動向

助成事業

民間での取り組み

プロジェクトA METI原課・ＮＥＤＯ推進部

プロジェクトB

技術トレンド

企画立案 プロジェクト実施・マネジメント 社会実装

民間での取り組み

政府の基本方針等

構想

先導研究

取組の検討

国際標準化・ルール形成等

最適な粒度でテーマ設定し、
適切なタイミングで絞込

懸賞金事業

将来像将来像

TSCの活動

社会的理解
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パネルディスカッションでご議論いただきたい点

◼技術革新による新たな価値創造や社会変革のためには、そもそも私たちが望む
理想的な社会像、つまりは将来像が羅針盤として重要である一方、その実現には
様々なアプローチや手段、様々なステークホルダーも巻き込んでいく必要がある。
こうした観点を踏まえ、以下の点についてご意見伺いたい。

①ご自身の組織において、「新たな価値創造や社会変革に関する取組や活動」
について、ご紹介をお願いしたい。

②「ご自身以外の組織の取組や活動」や「今後ＮＥＤＯ／ＴＳＣに求められる
インテリジェンス機能」等に対して、ご提案やコメント、期待する点等について、
是非ご意見を伺いたい。
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ご清聴ありがとうございました。
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